「明日の国際交流推進プラン」の改定に係る
第３回政策検討委員会の概要（報告）　
■日　時　平成２３年９月７日（水） １０：００～１２：００
■場　所　京都府国際センター　会議室
■出席者　
　○参与・委員　有田委員(座長)、生田委員、許委員、澤田委員、柴田委員、チャンニュン委員、今井委員(ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ)
　○事　務　局　山口国際課長、小寺国際課副課長、櫻木国際課副主査
■中間案に対する意見
＜留学生施策の意義・必要性＞
○留学生にとっても、企業への就職等のチャンスを得られ、メリットにつながるという京都のコンセプトをもっと打ち出すべき。
○日本で就職しない場合でも、母国の日系企業に就職するチャンスもあり、日本への留学経験は帰国してからもメリットがある。
○どこの国においても就職は大変厳しい時代であり、日本での就職のチャンスは留学の動機として大きい。

○留学生施策の意義・必要性の前提となる現状認識において、もっと危機意識が必要。世界レベル・世界規模での競争の中で、国際・グローバル化・活性化を図らなければ、京都の大学は生き残れない。京都は、「大学のまち」だからこそ、何もしなければ、尚更地盤沈下・衰退してしまう。
○留学生受入の目的として、「地域の成長戦略」と言うだけでは物足りない。「生き残り戦略」として必要だと言うことを打ち出すべき。
○「留学生が地域の成長・発展に貢献する」とあるが、「貢献」では表現として弱い。「担い手になる」ぐらいの書き方が必要。

○効果として、「日本人学生の国際化対応力も向上」とあるが、今後日本人も国際化を図らなければ世界で太刀打ちできなくなるという危機意識が必要であり、国際化・グローバル化は、大学にとっても、企業にとっても、「生き残り戦略」だと言う位置づけが必要。

○留学生と接して多様な価値感に触れることで、大学では日本人学生に良い影響があり、企業でも日本人社員に良い刺激と能力向上に繋がることを強調すべき。
○経済での効果として、留学生を活用して、中小企業が成長し、ブランドを確立するなどの中小企業にもチャンスが生まれること、さらには、企業の成長・発展によって、社会の安定に不可欠な雇用が確保されることも意義として大きい。

○留学生受入の意義として、以下のことを付け加えるべき。

　・多様な価値観に接して、グローバル化に対応した人材育成が可能
　　→企業・社会の変革、ダイバーシティーを目指す。

　・留学生は、京都の有する社会資源に出会えるチャンスがある。
　　→京都には留学生の能力を生かせるフィールドが存在
　・留学生と日本人が、共に変革し、成長する。

○留学生の受入を通して、大学でも、企業でも、社会でも、グローバル化に対応できる社会の仕組みづくりを考えていくべきである。

　
○施策の方向性として、「留学前、在学中、就職時」と段階ごとに分けるのではなく、

　　・入口から出口まで一貫した、一元的な仕組みづくりが必要

　　・産学公が連携した就職に関する支援・取組が必要

　　という大きな二点に絞っても良いのではないか。

　
○在学中段階の「ホスピタリティーの強化」は、他の２つとはレベルの違う内容であり、これを入れると全体としてインパクトを弱めてしまうと思う。京都の魅力・ブランドの強化の中に含めても良いのではないか。
　
○京都府がこれまで蓄積してきたことは、比較優位性があり、京都の財産になっているはずであり、それらをいかにしてより強くし、アピールを強化していくことが重要だと思う。

＜留学生増加のための施策＞
　○情報提供として、日本語学校・就学生へのＰＲも必要。大学への進学先を選択する際に、日本語学校の先生からの助言・アドバイスが大きなウエイトを占める場合も多い。

　○大学の海外事務所等と連携とあるが、ＪＩＣＡやジェトロ、国際交流基金の海外事務所・拠点の活用も考えた方が良い。日本や京都を紹介するコーナーを設置するなどの協力が得られるのではないか。

○府がリーダーシップを取って、そうした機関と連携して情報発信等を推進するための仕組みづくりを行い、名誉友好大使等を活用した「留学フェア」などの企画・イベントを実施すると良いと思う。
○ボランティア企業が、進出先の現地事務所で情報発信に協力することも可能。

○海外でよく知られた企業が、実は京都企業だと言うことが良くある。京都にはすごい企業がたくさんあるという情報は、留学のきっかけに繋がる。

○「短期留学支援」は、どこの大学でも受入とプログラムづくりに苦労しており、他の大学と一緒にできることがあれば質も保証され有難い。その分、大学では他のことに力を注げるので助かると思う。
○国では、長期留学が急には増えないので、今年から短期留学を増やすための支援を開始した。これに取り組もうとしている大学に支援プログラムを打診するのは良いと思う。参加留学生も、学内・研究室内だけで終わるのではなく、色々なことに肌で触れることは有意義。
○「短期京都留学支援」は、行政が幅広くコーディネートして企業や府民も巻き込み、産学公連携により実施すれば、京都のホスピタリティーをアピールすることができる。

○「短期京都留学支援」の体験内容として、農業が挙げられているが、京都は林業でもモデルフォレストなどの先進的な取組があり、それも盛り込んだら良いのではないか。

○京都府や市町村が連携して、行政の施策や現場を見せることも有意義ではないか。

○就職に関しては、就職後のフォローも重要。ホストファミリーが困りごとの相談にのったり、結婚や子どもの教育などダイバーシティーに配慮した社会づくりも視野に入れて、留学生が就職後も安心できるようにしていかなければならない。
○インターンシップは、海外の大学から直接日本企業に来る「国際インターンシップ」なども、ビザの問題を乗り越えて制度のバックアップをして行けば良いのではないか。
○留学生センターの担うべき機能の「魅力的な教育プログラムの提供」には、日本語教育や単位互換だけでなく、提案されている「短期京都留学支援」の体験プログラムも入れた方が良い。

○センター機能は大きな予算の要ることだと思うが、中小企業の成長に繋がる機会創出や雇用の確保にも繋がるので、大胆にやって欲しい。

○京都の企業、特に大きな企業は、ＣＳＲとしてリーダーシップを取って欲しい。センターには資金を出していただいた企業のロゴを並べるなどしたら良いと思う。

○本プランは行政としての計画であるが、施策の直接の顧客は留学生であり、海外の潜在的な留学生、京都に在学中の留学生に向けて発信するメッセージでもあり、また、パブリック・コメントで多くの留学生等に意見を求める上でも、表現は工夫した方が良い。

○京都府の地域づくりという視点からすると、留学生は利用されているような書き方になってしまい、言葉づかいは難しい。

○施策の書き方を、「～～します。」とするのが良いのではないか。

○京都府の姿勢を示すためには、パブリック・コメントで英語版も作成したらどうか。
